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規制改革推進部会行政手続部会 ヒアリング資料 
 

2016 年 11 月 15 日 

一般社団法人 日本経済団体連合会 

１．経団連の取組 

(1) 規制改革要望のとりまとめ 

 全会員へのアンケート調査に基づき、毎年度「規制改革要望」をとりまとめ、

内閣府の「規制改革ホットライン」に提出（昨年度実績：149 項目） 

 行政手続の負担軽減への要望も多く寄せられている。 

   例：手続の簡素化、迅速化、標準化、統一化、透明化、電子化 

 地方自治体の条例への問題意識もみられる。 

   例：申請書類の様式統一化、上乗・横出条例の是正 

 

(2) 経団連に寄せられる行政手続に係る要望の負担感（例） 

〔申請様式・添付書面〕 

① 書面の作成・収集コストが大きい 

② 行政機関・自治体毎に書類の様式が異なる 

〔手続の透明性・恣意性〕 

③ 担当者や地方支分部局等により判断が異なる 

〔手続に要する時間〕 

④ 許認可取得に係る審査手続が煩雑・長期化 

 

２．規制・行政手続負担軽減（コスト削減）に向けた視点 

(1) 全般 

 膨大な行政手続を個別に見直す効果は限定的。 

 行政手続のプロセスに共通する事業者目線での問題意識や課題を抽出し、横

串を通して解決を図る施策を講じる必要性。 

 

(2) 負担軽減のあり方 

 コスト削減の数値目標を設定する際には、事業者側のコストが下がることを

改めて重視すべき。 

 事業者側が負担軽減を実感できる成果を目指すべき。 
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(3) 重点分野 

 事業者側は「税・社会保障」の手続の簡素化に特に期待。 

 マイナンバー制度の活用拡大による生産性向上の恩恵を受ける事業者は多

い。 

 

３．事業者による規制・行政手続負担の類型（例：税・社会保障分野） 

(1) 地方税の電子申告に対する行政の返信が紙書類 

  ⇒ 行政－企業間手続の電子化の義務化  

(2) 重複する社会保険の手続事務 

  ⇒ 電子化による重複申請の排除 

 

４．事業者目線での規制・行政手続コストの削減 

(1) 簡素化・標準化・透明化 

① 分野を問わず、手続の簡素化・迅速化・標準化・統一化・透明化・不要化等

を実現し、申請する事業者側と国・自治体側の双方の負担を軽減。 

② 既存の行政手続自体の見直しを含めた業務改革（ＢＰＲ）を行い、国民・事

業者への透明性確保や負担軽減の視点が不可欠。オンライン化＝電子化では

ない。 

 

(2) 横串を通した改革にはＩＴの活用が不可欠 

① 電子政府の先進国では、「一度提出した申請情報を２度提出させてはならな

い」「行政機関は自ら保有する情報を共同利用しなければならない」といっ

た法律上の基本原則が存在。 

② わが国では、マイナンバー制度の導入により、行政機関間の情報連携を可

能とする技術的基盤が構築されたところであり、積極的に有効活用すべ

き。 

③ 成長戦略に盛り込まれた、事業者目線での規制・行政手続コスト削減（規

制改革、行政手続の簡素化、ＩＴ化を一体的に進める新たな手法の導入）

の実現を担う施策展開においては、国・地方を通じた行政手続すべてを対

象とした横串を通す改革につなげる視点が絶対に必要。 

④ 具体的には、例えば次の原則を法的な基本原則に位置づけることを、行政

手続部会の検討対象とすべき。 

  1) 電子化文書を前提とすること 

  2) 行政へ出向かずに申請可能な環境を提供すること 

  3) 電子署名による電子文書の送受信を原則とすること 
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  4) 行政情報を共同利用することを原則とすること 

  5) Ｇ to Ｃ 、Ｇ to Ｂ のプッシュ型情報提供を原則とすること 

   （申請主義から情報提供型への転換を） 

  6) 行政組織みずからのデータ共有・利活用を原則とすること 

  7) 重複投資の禁止と標準化の促進（政府ＩＴ投資管理の推進強化） 

  8) 成果の評価と公開の義務化（単年度の取組みに終らせず、常に改善） 

 

以 上 



企業が担う⾏政⼿続の課題と改善提案

課題１.  地⽅税の電⼦申告に対する⾏政の返信が紙書類
提案１. ⾏政－企業間⼿続の電⼦化の義務化

1

課題２.  重複する社会保険の⼿続事務
提案２.  電⼦化による重複申請の排除

一般社団法人 日本経済団体連合会 行政改革推進委員会
2 0 1 6 年 1 1 月 1 5 日

無断転載・複製を禁ず
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住⺠税決定通知書①②
（特別徴収税額通知）

従業員居住の市区町村へ

住⺠の収⼊を合算し
課税所得⾦額に対する
住⺠税徴収税額を⾃治体が決定

 企業（徴収義務者）通知
 個⼈（納税義務者⽤）通知

給与⽀払報告データ
（源泉徴収票・総括表）

特別徴収税額通知データ

地⽅税の
納付

1741市区町村

①従業員配布⽤

※給与所得等に係る特別徴収税額の
決定・変更通知書

従業員

紙媒体

【課題1】 地⽅税の電⼦申告に対する⾏政の返信が紙書類

全国の⾃治体からバラバラに届く
交付書類の開封・仕訳・
読み合わせ確認作業

1000件以上報告は
電⼦化送付義務

eLTax：地⽅税ポータルシステム

⼿作業

紙
交
付

紙通知

紙通知

全市区町村
から郵送

企業
（給与等⽀払者）

２

⾃治体数×企業数
毎年５⽉に⼀⻫に
交付書類を送付

無断転載・複製を禁ず

 企業は毎年５⽉に全⾃治体から、全従業員分の住⺠税決定通知が郵送で⼀⻫に送付される．
 紙の納税決定通知を開封→内容確認→システム⼊⼒→保管する業務が間接コストとして発⽣．

②企業向け⼀覧表（※）



【提案１】 ⾏政ー企業間⼿続の電⼦化の義務化

 全市町村からの電⼦交付により企業側の正確で迅速な事務作業を実現
 安全管理措置コスト（⼈件費＋保管費）＋関連経費を削減
 市区町村の帳票印刷、郵送費も削減
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期待効果

【提案１】

電
⼦
提
供

Ｂ市役所Ａ区役所

Ｃ町役場Ｄ区役所

給与
システム

ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ

全市区町村 企業（電⼦受信希望時）

電⼦的に
通知（※）

従業員

「地⽅税法施⾏規則」改正で⾃治体から企業への電⼦送付を義務化

【課題１】 地⽅税の電⼦申告に対する⾏政の返信が紙書類

無断転載・複製を禁ず

⼈件費

保管費 郵送費

電
⼦
受
信

更新容易

（※）住⺠税決定通知書（従業員配布⽤）Ｐ2の①参照



従業員

◎⾃⼰情報
の提供

・マイナンバー
+

被扶養者の
所得証明書

企業

◎社会保険の届出

・厳格な本⼈確認
・マイナンバー収集
・年⾦⼿帳の確認
・雇⽤保険の
被保険者証確認

資
格
取
得
届

⼊
社

・⼊社⽇/⽒名/性別/⽣年⽉⽇/住所等記載が重複
・記⼊漏れ/記⼊ミスに伴う差し戻しや書類添付の業務負荷
・紙またはメディアの届出による紛失やコピーリスク発⽣

厚⽣年⾦
（⽇本年⾦機構）

厚⽣年⾦保険被保険者資格取得届

国⺠年⾦第3号被保険者資格取得
・種別変更・種別確認届

年⾦事務所Ａ

年⾦事務所Ｂ

年⾦事務所Ｃ事業所管轄の事務所

：

健康保険
（企業加⼊先）

雇⽤保険
（ハローワーク）

ﾊﾛｰﾜｰｸＡ雇⽤保険被保険者資格取得届

個⼈番号登録・変更届出書
ﾊﾛｰﾜｰｸＢ

ﾊﾛｰﾜｰｸＣ事業所管轄の事務所

：

３か所の⼿続が必要

⾮効率処理
⾼コスト

低セキュリティ

申請書類／電⼦ファイル

例）従業員の採⽤時

【課題２】 重複する社会保険の⼿続事務

健康保険被保険者資格取得届

健康保険被扶養者（異動）届

4
無断転載・複製を禁ず



【ご参考】 マイナンバー法の制度趣旨

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
（マイナンバー法）からの抜粋 （平成二十五年五月三十一日法律第二十七号）

（基本理念）
第三条
個人番号及び法人番号の利用は、この法律の定めるところにより、次に掲げる事項を旨と
して、行われなければならない。

三 個人又は法人その他の団体から提出された情報については、これと同一の内容の
情報の提出を求めることを避け、国民の負担の軽減を図ること。

第十三条
個人番号利用事務実施者は、本人又はその代理人及び個人番号関係事務実施者の
負担の軽減並びに行政運営の効率化を図るため、同一の内容の情報が記載された
書面の提出を複数の個人番号関係事務において重ねて求めることのないよう、相互に
連携して情報の共有及びその適切な活用を図るように努めなければならない。

5無断転載・複製を禁ず



【提案２】電⼦化による重複申請の排除

 住⺠基本台帳との連携で正確・迅速・効率的な事務処理を実現
 従業員による申告ミスを本⼈へ直接通知でき、是正処理が効率化
 ⾏政機関ごとに異なる⼿続を標準化する契機

期待効果

【提案２】

重複する社会保険の⼿続事務

⾏政⼿続きのワンストップサービスを実現し、重複⼿続きを排除する

【課題２】

6無断転載・複製を禁ず
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